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序論：激化する技術覇権競争と知的財産情報処理のパラダイ

ムシフト 
現代のグローバル経済において、知的財産（IP）は企業価値の源泉であり、持続的な競争優位性を
確立するための中核的な資産として位置づけられている。特に、デジタルトランスフォーメーション（

DX）やグリーンエネルギートランジション（GX）といった世界的な産業構造の転換期において、革新
的な技術の権利化と他社特許の牽制は、企業経営における最重要課題となっている。世界知的所

有権機関（WIPO）や各国の特許庁（五大特許庁：IP5など）に蓄積される特許文献の数は年々爆発
的な増加の一途を辿っており、技術の高度化と複雑化に伴って、特許明細書の記述自体も難解さを

増している。このような状況下において、膨大な特許情報の中から自社の事業戦略に直結する「真

に価値のある情報（シグナル）」を、無数の「無関連な情報（ノイズ）」から迅速かつ正確に抽出し、分

析する能力は、企業の存亡を左右すると言っても過言ではない。 

しかしながら、従来の特許調査プロセスは、長らく労働集約的な手法に依存してきた。専門のサー

チャーや知財担当者が、国際特許分類（IPC）や共通特許分類（CPC）と、複雑な論理演算式（ブール
演算）を組み合わせた検索クエリを構築し、抽出された数百から数千に及ぶ文献の抄録やクレーム

（特許請求の範囲）を一件ずつ目視で確認するというアプローチである。国内の特許であればまだし

も、海外市場における先行技術調査や侵害予防調査（FTO調査）においては、英語をはじめとする外
国語の高い壁が存在し、旧来型のルールベース機械翻訳では特許特有の難解な言い回しや冗長な

構文を正確に捉えきれず、結果として技術の核心を誤認するリスクが常に付きまとっていた。 

こうした知財業界の構造的なペインポイントに対し、人工知能（AI）、とりわけ大規模言語モデル（LLM
）を中心とした生成AI技術を情報検索・分析プロセスに深く統合するアプローチが、現在急速な広が
りを見せている。その変革の最前線に位置するプラットフォームの一つが、村上直也氏および石津

孝祐氏が共同CEOを務めるPatentfield株式会社が展開する「AI特許総合検索・分析プラットフォー
ム Patentfield」である 1。同社は、最新の自然言語処理技術を駆使して世界の特許情報を構造化
し、ユーザーに対して直感的かつ高度なランドスケープ分析環境を提供することで、知財業務のデジ

タルトランスフォーメーションを牽引している。 

本レポートでは、2025年後半から2026年初頭にかけてのPatentfieldの技術的アップデート、とりわ
けグローバル特許情報に対する言語障壁を打破する新機能「AIサマリーグローバル」の実装とその
メカニズムを詳細に解剖する 1。さらに、同社が提唱する「特許を読むから見るへ」というユーザー体
験の変革がもたらす定量的・定性的な業務効率化のインパクト 3、その背後にある戦略的なプライシ



ングモデル 2、そして知財テック（IP Tech）業界全体を揺るがしている競合他社との特許権侵害訴訟
という重大なリーガル・コンプライアンスリスク 4 について、網羅的かつ多角的な視点から深掘りし、
次世代の知財情報プラットフォームが果たすべき役割と未来像を論じる。 

次世代型プラットフォームの進化：「AIサマリーグローバル」の
技術的解剖 
グローバルデータカバレッジの飛躍的拡大と生成AIの統合 
2025年10月1日、Patentfieldはグローバル特許の検索および分析プロセスを根本から再定義する新
機能「AIサマリーグローバル」を正式にリリースした 1。この機能の最大の技術的ブレイクスルーは、
その圧倒的なデータ処理規模と、複数言語間にまたがる情報の「構造化」にある。同プラットフォーム

は、国内外の8000万件以上に及ぶ特許および実用新案の文献データを収録しており 1、これらがシ
ステム内で高度な生成AIエンジンに入力され、日本語による「独自要約」および「用途・課題ラベル」
として出力・構造化されるという一連の処理プロセスを確立している。 

この8000万件というデータセットは、世界の主要な技術開発拠点と市場をほぼ完全に網羅してい
る。具体的には、米国（US）、欧州（EP）、中国（CN）、韓国（KR）、台湾（TW）、および世界知的所有権
機関（WO）が発行する文献が対象となっている 1。以下の表は、本システムがカバーする主要な海
外特許発行機関とその戦略的意義を整理したものである。 

収録対象国・機関 略称 グローバル知財戦略における位

置づけとAI解析の意義 

米国特許商標庁 US 世界最大の経済大国であり、IT、
バイオ、金融などあらゆる分野の

最先端技術が集積する。英語文

献であるが、特許特有の長大で

複雑なクレーム構造をAIで要約
することによる読解時間の短縮

効果が極めて高い。 

欧州特許庁 EP 欧州広域での権利化の基盤。環

境技術（グリーンテック）や自動

車産業、化学分野において強力

な特許網が構築されており、多

国間の出願動向を俯瞰する上で



必須のデータベースである。 

中国国家知識産権局 CN 年間出願件数で世界一を誇る知

財超大国。AI、通信（5G/6G）、
EVバッテリーなどの分野で世界
をリードする。膨大なデータ量と

中国語という言語障壁が存在す

るため、日本語への高精度なAI
要約と構造化が最も威力を発揮

する領域である。 

韓国特許庁 KR 半導体製造、ディスプレイ技術、

家電エレクトロニクス分野におい

て世界トップクラスの出願人を多

数抱える。言語の壁が厚く、従来

は専門の翻訳者を通さざるを得

なかった情報に直接アクセス可

能となる。 

台湾智慧財産局 TW ファウンドリ（半導体受託製造）

や電子部品のサプライチェーン

の中核を担う。先端半導体のプ

ロセス技術に関する重要な特許

が集中しており、エレクトロニクス

産業のサプライチェーンリスク管

理において監視が不可欠であ

る。 

世界知的所有権機関 WO PCT（特許協力条約）に基づく国
際出願。特定の国に移行する前

の、グローバルな出願意図を持

つ最先端の重要特許の「先行指

標」として機能する。これを早期

にAIで解析することで、競合の未
来の市場参入戦略を予測でき



る。 

このシステムの革新性は、単にこれらの国の言語（英語、中国語、韓国語など）を日本語に直訳する

のではなく、特許文献の技術的コンテキストを生成AIが解釈し、発明の要点を抽出して「構造化され
たデータ」へと変換している点にある。従来の手法では、各国の特許庁から生のテキストデータを取

得し、それをそのまま検索エンジンのインデックスに放り込んでいたため、言語ごとの揺らぎや専門

用語の不一致が検索精度の低下を招いていた。AIサマリーグローバルは、入力された多言語の特
許文献（US, EP, CN, KR, TW, WO）を中央の生成AIコアで処理し、出力として均質化された「日本語の
要約」と「用途・課題ラベル」を生成するというアーキテクチャを採用することで、後段の検索・分析プ

ロセスの精度と速度を飛躍的に向上させているのである。 

3つのコア機能がもたらす情報検索の高度化とシナジー 
Patentfieldの「AIサマリーグローバル」は、前述の高度な構造化データ基盤の上に、ユーザーの調
査ワークフローに直接的に介入する3つの連携したコア機能を展開している 2。これらは独立して機
能するのではなく、相互に補完し合うことで、海外特許調査の難易度を劇的に引き下げている。 

1. AIサマリー表示：直感的な核心の把握と認知負荷の軽減 
第一の機能である「AIサマリー表示」は、海外収録国の各特許および実用新案の内容について、単
純な機械翻訳の枠を超え、日本語に翻訳された独自の要約と分類ラベルをユーザーインターフェー

ス上に提示するものである 1。特許文献は、その法的性質上、権利範囲を最大限に広く確保しようと
するため、意図的に抽象的で難解な表現（「前記第1の部材は…」など）が多用される。特にクレーム
（特許請求の範囲）は、1つの文が数十行に及ぶことも珍しくない。 

AIサマリー表示は、このような冗長なテキストから、「背景技術」「解決しようとする課題」「課題を解決
するための手段」「発明の効果」といった技術の核心部分を生成AIが自動的に抽出し、簡潔な日本
語の文章として再構成する。これにより、海外特許のポイントを瞬時に把握することが可能となる 2。
ユーザーは、専門外の技術分野や言語の特許であっても、長大な原文を精読することなく、わずか

数秒でその文献が自身の調査目的に合致するか否か（ノイズかシグナルか）を判定できるようにな

り、スクリーニング作業における認知負荷が大幅に軽減される。 

2. AIサマリー検索：言語の壁を超越したクロスリンガル・セマンティック検索 
第二の機能である「AIサマリー検索」は、生成された日本語の独自翻訳テキストそのものを検索エン
ジンのインデックス対象とする機能である 2。従来、海外の特許を検索するためには、現地の言語
（例えば中国語や韓国語）での技術用語を正確に把握し、それらの同義語や類義語を網羅した複雑

な検索式を構築する必要があった。この作業は極めて高度な専門性を要求され、検索式のわずか

な構築ミスが重要な特許の「検索漏れ」を引き起こす原因となっていた。 

本機能により、日本語の独自翻訳テキストを検索対象とすることで、ユーザーは母国語である日本

語のキーワードを用いて、あるいは文章をそのまま入力するAI検索（セマンティック検索）によって、



グローバルな海外特許のテキスト検索を実行できるようになる 2。生成AIは単なる単語の完全一致で
はなく、文脈や意味合い（セマンティクス）を理解してベクトル空間上で関連性を計算するため、表現

が異なっていても技術的本質が類似している特許を的確に抽出する。これは、グローバル環境にお

ける関連特許の発見率向上と、調査の網羅性確保を強力にサポートするメカニズムである 2。 

3. AIサマリー分析：多角的なランドスケープの構築とホワイトスペースの特定 
第三の機能であり、事業戦略上最も高い付加価値を提供するのが「AIサマリー分析」である。この機
能は、海外特許に対して生成AIが自動付与した日本語の分類ラベル（用途ラベル・課題ラベル）を活
用し、グローバル特許群を横断的にマッピングするものである 2。 

特許情報分析（IPランドスケープ）において、特許群を特定の技術区分だけで分類するのではなく、
「その技術が何に使われるのか（用途）」と「その技術がどのような問題を解決するのか（課題）」とい

う二軸で俯瞰することは、競合他社の開発戦略の方向性を読み解き、自社が参入すべき技術の空

白地帯（ホワイトスペース）を特定するために極めて有効である。以下の表は、従来の用途・課題

マッピング作業と、AIサマリー分析を用いた作業の比較を示している。 

 

比較項目 従来のマニュアル分析手法 Patentfield「AIサマリー分
析」 

分類の主体 専門の知財アナリストや技術

者 
生成AIによる自動推論 

作業プロセス 文献を一件ずつ精読し、

Excel等の表計算ソフトに用
途・課題を手作業でタグ付け

し、クロス集計を行う。 

AIが全文献の用途・課題を自
動抽出し、システム上で即座

にマトリックスやバブルチャー

トとして可視化する。 

処理規模と速度 数百件程度の分析で数週間

から数ヶ月の工数を要する。

言語の壁がある場合はさら

に長期化する。 

8000万件のデータベースに
対して、検索結果の数千〜

数万件規模の母集団をリア

ルタイムに分類・マッピング

可能。 

戦略的価値 属人的であり、アナリストの

スキルに依存。情報の鮮度

が落ちやすい。 

グローバルで横断した用途・

課題マッピングが可能とな

り、発明の核心をより多角的

かつコンパクトに捉えること

ができる 2。常に最新の動向
を俯瞰可能。 



この機能により、知財部門は単なる「データの集計者」から、経営層や研究開発（R&D）部門に対して
即時かつ高度な戦略的インサイトを提供する「インテリジェンスの司令塔」へと役割を昇華させること

が可能となる。 

業務プロセスの変革：「読む」から「見る」へのUI/UX哲学と圧
倒的な工数削減効果 
これらの高度なAI技術の実装は、単なる機能追加にとどまらず、特許調査という業務そのものの
ユーザー体験（UX）を根本から変革するものである。2026年1月に大阪で開催された第38回ネプコン
ジャパン（エレクトロニクス開発・実装展）におけるPatentfieldの展示情報は、同社のプロダクト哲学
を明確に示している。それは、国内外8000万以上の特許について、生成AIが特許の核心をわかり
やすい文章で要約・構造化したデータを収録することで、世界中の特許・実用新案を日本語で検索

できる環境を構築し、グローバルな特許調査・分析シーンにおいて特許を「読む」体験から「見る」体

験へと変革するというビジョンである 3。 

従来の特許調査は、エンドレスに続くモノクロのテキストの海を泳ぎ続けるような、極めて視覚的・認

知的に過酷な作業（すなわち「読む」作業）であった。これに対し、Patentfieldが提供する「見る」体験
とは、AIによって構造化されたデータが、ダッシュボード上で直感的なグラフ、技術分布マップ、時系
列のトレンドチャートとして視覚的に表現されることを意味する。ユーザーは、個別のテキストを精読

する前に、視覚的なランドスケープを通じて全体像を把握し、重要度の高いクラスター（特許群）を特

定した上で、必要な文献のAI要約のみを確認するというトップダウン型のアプローチを採用できる。 

この「読む」から「見る」へのパラダイムシフトがもたらす最大の定量的成果が、「特許調査工数を最

大80％削減」するという驚異的なパフォーマンスである 3。これは、検索式の構築にかかる時間の短
縮、多言語文献の翻訳・スクリーニング作業の排除、そしてマニュアルでの分類・マッピング作業の

自動化という、ワークフロー全般にわたる効率化の集大成と言える。 

 



 
 
この80%の調査工数の削減は、単なるコストカット以上の意味を持つ。創出された膨大な時間は、知
財担当者が競合の事業戦略をより深く考察し、自社のR&D部門に対する先行技術の提案を行い、経
営層に対して知財ポートフォリオの最適化を具申するといった、より創造的で戦略的な業務（高付加

価値業務）へリソースを再配分することを可能にする。これは、知財部門をコストセンターからプロ

フィットセンターへと変革するための重要な基盤となるのである。 

経済的合理性とSaaSプライシングの戦略的考察 
高度な生成AIを用いた自然言語処理（NLP）と、数千万件規模の多言語翻訳・構造化には、莫大な
計算リソース（GPUサーバーの運用コストやAPIの推論コスト）が要求される。したがって、知財テック
企業がこのような高度な機能をどのように価格設定（プライシング）し、市場に提供するかは、そのソ

リューションの普及速度を決定づける極めて重要なビジネス上の要素である。 

Patentfieldの「AIサマリーグローバル」は、同社の基本プラットフォームに対する「オプション機能」と
して位置づけられており、その料金体系は非常に戦略的かつアグレッシブに設定されている。具体

的には、オプション料金は契約している「アカウントID月額料金の30％」と明確に定められている 2。 

同社がプレスリリース内で提示している具体例を分析すると、このプライシングモデルの市場に対す



る強力な訴求力が浮き彫りになる。例えば、小規模な知財部門やスタートアップのR&Dチーム向けと
推測される「Corp-XS」プラン（5ID）を月額30,000円で契約している場合、AIサマリーグローバルの
オプション料金は月額わずか9,000円となる 2。 

プラン例（推定） 基本月額料金 AIサマリーグローバル 
オプション料金（30%） 

トータル月額料金 

Corp-XS（5ID） 30,000円 9,000円 39,000円 

この「基本料金の30%の定額追加」というモデルは、従来の知財業界における情報提供サービスの
常識を覆すものである。通常、外部の特許調査専門会社や特許事務所に対して、海外特許（例えば

中国語特許）の検索、翻訳、および抄録作成を依頼した場合、数件から数十件の小規模な調査で

あっても、数万円から十数万円の費用が単発のプロジェクトとして発生する。また、データベースベン

ダーによっては、海外文献の翻訳やAI解析機能を利用するたびに、処理文字数に応じた従量課金
制（トークン課金）を導入しているケースも少なくない。従量課金制は、ユーザーに「検索するたびに

コストがかかる」という心理的障壁を生じさせ、結果としてシステム利用の抑制（検索の手控え）を招

きやすい。 

定額のオプション料金（月額9,000円）で、米国、欧州、中国、韓国、台湾、WOの8000万件というグ
ローバル特許データベースに対する日本語でのセマンティック検索と、生成AIによる自動分類・マッ
ピング機能が無制限（あるいは実用上十分な上限内で）に利用できるという事実は、驚異的なコスト

パフォーマンスであると言わざるを得ない。この戦略的プライシングは、ユーザー企業に対して、AIを
用いた多言語検索・分析を特別なプロジェクトの時だけでなく、「日常的な業務フローのインフラ」とし

て定着させることを強く促すものである。特に、限られた予算でグローバルな技術動向を監視し、海

外市場への進出を目論む中小企業（SMEs）やスタートアップ企業にとって、この価格設定は、これま
で大企業や資金力のある限られたプレイヤーしか享受できなかった「高度なグローバル知財インテリ

ジェンス」へのアクセスを決定的に民主化する起爆剤となる。 

知財テック（IP Tech）業界における競争激化と法的リスクの顕
在化 
Patentfieldが技術的優位性と破壊的なプライシング戦略をもって市場のデファクトスタンダードを狙う
一方で、日本の知財テックプラットフォーム市場全体は、かつてないほどの激しい競争環境、いわゆ

る「レッドオーシャン」に突入している。そして、その競争の激しさを最も象徴的かつアイロニカルな形

で示しているのが、AI特許調査プラットフォームを提供する同業他社間での、「特許権」そのものを巡
る直接的な法的紛争の勃発である。 

パテント・インテグレーション社による特許権侵害訴訟の波紋 



2024年末から2025年にかけて、日本の知財業界に大きな衝撃を与えるプレスリリースが相次いで
発表された。知財関連のデータ分析サービスやAI特許調査プラットフォームを展開する競合企業「パ
テント・インテグレーション株式会社」が、自社の保有する知的財産権を強力に行使し、同業他社に

対してアグレッシブな法的措置を展開し始めたのである。 

2024年12月25日および26日の発表によれば、パテント・インテグレーション社は、「AI特許総合検
索・分析プラットフォーム Patentfield」および同社の関連サービスとみられる「Patentfield AIR」に対し
て、自社が保有する4件の特許権に基づき、合計6件の特許権侵害訴訟を提起したと公表している
（同社のプレスリリース「お知らせ（３）」に基づく） 4。さらに、同社の法的攻勢はPatentfieldにとどまら
ず、2025年9月9日には、別企業が展開するAI特許調査プラットフォーム「Amplified」に対しても、2
件の特許権侵害訴訟を提起したことが確認されている 4。 

訴訟が意味する市場構造とソフトウェア特許の戦略性 
特許侵害を未然に防ぎ、他社の権利を調査するためのツールを提供する企業同士が、自らの特許

権をもって互いを訴えるという構図は、一見すると自己矛盾を孕んでいるように見えるかもしれない。

しかし、これはAI知財プラットフォーム市場における技術競争が、単なる「検索精度の高さ」から「情
報処理プロセスとUI/UXの独占」へと移行していることを如実に示している。 

AIを用いた自然言語処理技術そのもの（例えばオープンソースのLLMなど）は広くコモディティ化しつ
つある。そのため、各社は「AIの出力をどのように特許業務のワークフローに組み込むか」「検索結
果をどのように視覚化（マッピング）し、ユーザーの認知を支援するか」という、ビジネスモデルやソフ

トウェアのアーキテクチャ、インターフェース設計の部分に独自の工夫を凝らし、それを「ソフトウェア

特許（ビジネスモデル特許）」として権利化することで、参入障壁を築こうとしているのである。パテン

ト・インテグレーション社が保有する4件の特許の具体的なクレーム内容（請求項）や、それらが
Patentfieldのどの機能（検索アルゴリズムなのか、AIによる要約生成プロセスなのか、あるいはイン
ターフェースの表示方法なのか）に抵触していると主張されているかについての詳細な裁判情報は、

2026年3月現在において公開されていない 5。しかし、この一連の訴訟は、優れたアルゴリズムや革
新的なUI/UX自体が強力な排他権の対象となり得ることを証明している。 

ユーザー企業が直面するBCP（事業継続計画）リスクと知財エコシステムの現
状 
この特許権侵害訴訟は、当事者間の争いにとどまらず、Patentfieldやその他の知財プラットフォーム
を導入している、あるいは導入を検討しているユーザー企業に対して、無視できない潜在的リスクを

提示している。仮に原告であるパテント・インテグレーション社の主張が裁判所で全面的に認めら

れ、対象機能の提供停止（差止請求：インジャンクション）が認容された場合、Patentfieldのユーザー
は突如として日常の知財調査業務の基盤を失う、あるいは機能が大幅に制限されるという事業継続

上のリスク（BCPリスク）に直面する可能性がある。エンタープライズ企業が新たなSaaSツールを導入
する際の法務・コンプライアンス審査において、稼働中のコア機能に対する特許侵害訴訟の存在

は、ベンダー評価における重大な懸念材料として厳しく審査されることは避けられない。 

したがって、Patentfieldの経営陣には、革新的な「AIサマリーグローバル」機能の市場展開を強力に
推進するアクセルを踏むと同時に、この訴訟に対する強力な抗弁（非侵害の主張、あるいは原告特



許の無効審判請求による特許網の突破）、および最悪の事態を想定したシステムの回避設計（デザ

インアラウンド）の準備という、法務面でのブレーキ制御を同時並行で進めるという、極めて高度な経

営手腕が求められていると推測される。 

なお、日本の知財業界における権利行使の活発化は、SaaS業界にとどまらない。例えば、寝具メー
カーの株式会社エアウィーヴは、2025年5月に自社の有する特許権の侵害を認める判決を獲得し、
続いて2026年1月にも特許権侵害訴訟での勝訴を立て続けに発表している 4。また、独立行政法人
工業所有権情報・研修館（INPIT）は、学生を対象とした「パテントコンテスト／デザインパテントコンテ
スト」を毎年開催しており、2026年2月にはノーベル賞受賞者の吉野彰氏による選考委員長特別賞
として、東京農工大学等の学生が表彰されるなど、次世代のイノベーション創出と知財マインドの育

成に向けた国家的な啓発活動も活発に行われている 4。さらに、2025年5月には株式会社IPリッチに
よる特許売買・ライセンスプラットフォーム『PatentRevenue』が公開されるなど 4、特許を単なる防御
の盾ではなく、収益を生み出す流動的な資産として活用しようとする動きも加速している。こうした一

連の動向は、知的財産が事業戦略上の強力な武器として機能していると同時に、イノベーションを保

護・促進するためのエコシステムが日本国内において力強く機能していることの証明でもある。 

結論：AI主導の知財戦略が描く未来図と企業に求められる適
応力 
本レポートでの網羅的な分析を通じて、Patentfieldが2025年秋に市場に投下した新機能「AIサマ
リーグローバル」は、グローバルな知財調査における言語的・物理的な制約を破壊する、極めてイン

パクトの大きい技術的進化であることが明らかとなった。 

米国、欧州、中国、韓国、台湾、WOという世界の中核的な技術市場を網羅する8000万件超という
圧倒的なデータカバレッジ 1。生成AIの高度なコンテキスト理解能力を活用した、要約生成、クロスリ
ンガルなセマンティック検索、そして用途・課題の自動ラベリングとマッピングという3つのコア機能の
シームレスな統合 1。これらによって実現した、「特許を読む」という旧来の苦役から「特許を見る」と
いう直感的な分析への体験価値の転換と、最大80%という驚異的な業務工数の削減効果 3。そし
て、これらの高度なエンタープライズ級の機能を、基本月額料金のわずか30%（小規模プランであれ
ば月額数千円規模）で提供し、スタートアップから大企業まであらゆる規模の組織にAI知財インテリ
ジェンスを開放する破壊的なプライシング戦略 2。これらすべての要素が組み合わさることで、
Patentfieldは企業のR&D部門や知財部門における意思決定の質とスピードを飛躍的に高める強力
なエンジンとして機能している。 

一方で、パテント・インテグレーション社による複数件の特許権侵害訴訟 4 という厳格な現実は、知
財テックプラットフォーム市場が、革新的なアルゴリズムとインターフェースを武器にした苛烈な陣取

り合戦の真っ只中にあることを示している。特許情報を分析するためのツール自体が特許訴訟の標

的となるこの状況は、最新のテクノロジーをビジネスに実装する際の手法そのものが、現代において

最も防衛すべき価値の高い「発明」であることを如実に物語っている。 

今後の知財テック市場の展望として、AI特許分析プラットフォームは、単に「過去の出願履歴や現在
の特許を高速に検索・分類するツール」という枠組みを超え、「未来の技術トレンドを予測し、競合の



動向を先読みし、自社のR&Dポートフォリオの最適解を自動的に提案する戦略的AIコンサルタント」
へと進化を遂げていくことが確実視される。その進化の過程において、プラットフォームベンダーに

は、生成AI特有のハルシネーション（もっともらしい嘘）を完全に制御するデータの正確性の担保と、
他社からの法的攻撃を跳ね返し、ユーザー企業に安心してサービスを提供し続けるための強固な自

社知財ポートフォリオの構築が不可欠となる。 

グローバル市場における競争力強化とイノベーションの加速を目指すあらゆる企業にとって、

Patentfieldのような次世代型AIプラットフォームの導入は、もはや検討すべき「選択肢」ではなく、勝
ち残るための「必須のインフラ要件」となりつつある。ただし、そのツール選定と運用にあたっては、

機能の優位性やコストパフォーマンスといった表面的なメリットのみを評価するのではなく、提供企業

の技術的持続性やビジネスモデルの堅牢性、さらには潜在的な法的コンプライアンスリスクをも総合

的に見極める、極めて高度で多角的なベンダーマネジメント能力が求められる時代に本格的に突入

したと言えるだろう。 
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